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貸  借  対  照  表 
 （単位 百万円） 

当 期 末 
(平 16.3.31 現在) Ÿ

  14,926  

 貸 倒 引 当 金 △   657  △   861  204  
Ⅱ 固  定  資  産 273,707 59.3 270,188 

 

 土 地 111,094  111,118  △     23  
 建 設 仮 勘 定 4,067  5,260  △  1,193  

 そ の 他 322  344  △     22  
  3. 投 資 そ の 他 の 資 産 115,693 25.1 110,657 23.1 5,035  
 投 資 有 価 証 券 54,201  39,725  14,476  
 関 係 会 社 株 式 36,411  38,742  △  2,331  
 長 期 貸 付 金 4,155  3,367
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損 益 計 算 書 
 (単位  百万円) 

当 期 

10.2  32,595 10.7  △  6,380  
         
Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 18,662 7.3  18,810 6.2  △    148 

 営 業 利 益 7,552 2.9  13,784 4.5  △  6,231 
         
Ⅳ 営 業 外 収 益 



 
価法(評価差額は全部�平均法(ただし､新造船用引当鋼材は個別法)に

(2)･無形固定資産････････定額法 
耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。 
ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づ
く定額法で償却している。 

3. 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により､貸倒懸念債権等
ている｡ 
会計基準変更時差異(26,541百万円)は15年による按分額を費用処理している。 
過去勤務債務は、琶  販売費及び一般管理費のうち経営スタッフ部門の費用は期間費用処理しているが、残りの費    
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5. リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に    

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
6. ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替予約及び通貨スワップについては、振当処        
理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては、特例処理の要件        
を満たしている場合は特例処理を採用している。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
      へッジ手段        へッジ対象        
     為替予約  外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引 
     通貨スワップ  外貨建金銭債権債務 
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 〔税 効 果 会 計 関 係         〕 

 

当期末 





 


